
島 根 県 報第�����号 平成��年��月��日 (�)

� �

� �

貸金業の規制等に関する法律施行細則の一部を改正する規則 （経 営 支 援 課） �

� �

平成��年度第�次自衛官募集 （消 防 防 災 課） �

生活保護法の規定による医療扶助を担当する機関の指定 （地 域 福 祉 課） �

生活保護法の規定による指定医療機関の事業廃止の届出 （ 〃 ） �

生活保護法の規定による介護機関の指定 （ 〃 ） �

生活保護法の規定による指定介護機関の事業廃止の届出 （ 〃 ） �

介護保険法の規定に基づく指定居宅サービス事業者及び指定介護予防サービス事 （高齢者福祉課） 	

業者の指定

介護保険法の規定に基づく指定居宅介護支援事業者の指定 （ 〃 ） 	

介護保険法の規定に基づく指定介護予防サービス事業者の指定 （ 〃 ） 	

保安林予定森林（
件） （森 林 整 備 課） 	

森林法第���条の規定による告示及び掲示 （ 〃 ） �

指定漁船調書の縦覧 （水 産 課） �

大規模小売店舗立地法の規定による大規模小売店舗に係る事項の変更の届出 （経 営 支 援 課） �

国土調査の指定 （用 地 対 策 課） �

地籍調査の成果の認証 （ 〃 ） �

道路の区域の変更 （道 路 維 持 課） �

道路の供用開始 （ 〃 ） ��

� �

河川法の規定に基づく簡易代執行の実施 （河 川 課） ��

���	��

住民基本台帳ネットワークシステム県サーバ機等の賃貸借（保守を含む。）並び （市 町 村 課） ��

に構築、設置及びデータ移行業務等に係る随意契約の相手方等


���

地方自治法及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づく選挙権を有す ��

る者の総数の�分の�及び�分の�の数

� 

平成��年度宅地建物取引主任者資格試験の合格者 （建 築 住 宅 課） ��

� �

平成��年�月��日付け島根県報号外第���号中 （経 営 支 援 課） ��

����������������������������������������������������
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平成��年��月��日 (火)

� ������
(毎週火・金曜日発行)
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島 根 県 報

� �

貸金業の規制等に関する法律施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年��月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

��������	


貸金業の規制等に関する法律施行細則の一部を改正する規則

貸金業の規制等に関する法律施行細則（昭和��年島根県規則第��号）の一部を次のように改正する。

題名を次のように改める。

貸金業法施行細則

第�条中「貸金業の規制等に関する法律」を「貸金業法」に、「貸金業の規制等に関する法律施行令」を「貸金業法施

行令」に、「貸金業の規制等に関する法律施行規則」を「貸金業法施行規則」に改める。

第�条中「第�条第�項」を「第�条の	第�項」に改める。

第�
条中「第��条第�項又は法第��条第項」を「第��条の�の�
第	項」に改める。

別記様式を次のように改める。

第�����号 平成��年��月��日(�)

������������

◇����������� !"#$��%&'������（規則第�
�号）

� 規則の概要

貸金業の規制等に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う規定及び様式の整理

� 施行期日

平成��年��月��日から施行することとした。
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島 根 県 報

����（第��条関係）

（表）

第�����号 平成��年��月��日 (�)

（裏）

（注） この用紙の大きさは、縦�センチメートル、横�センチメートルとする。

第 号

身分証明書

所属

職・氏名

生年月日 年 月 日

上記の者は、貸金業法（昭和	
年法律第��号）第��条の�の��第�項又は第項に規定する立入検査に従事する

ものであることを証明する。

年 月 日

島根県知事

写

真

貸金業法抜すい

（報告徴収及び立入検査）

����	
	�� 〔略〕

� 〔略〕

� 内閣総理大臣又は都道府県知事は、資金需要者等の利益の保護を図るため必要があると認めるときは、当該職

員に、その登録を受けた貸金業者の営業所若しくは事務所に立ち入らせ、その業務に関して質問させ、又は帳簿

書類その他の物件を検査させることができる。

 内閣総理大臣又は都道府県知事は、資金需要者等の利益の保護を図るため特に必要があると認めるときは、そ

の必要の限度において、当該職員に、その登録を受けた貸金業者の貸付けに係る契約について保証契約を締結し

た保証業者若しくは当該貸金業者から貸金業の業務の委託を受けた者の営業所若しくは事務所に立ち入らせ、当

該貸金業者に対する質問若しくは検査に必要な事項に関して質問させ、又は帳簿書類その他の物件を検査させる

ことができる。

� 前�項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求があつたときは、

これを提示しなければならない。

� 〔略〕



島 根 県 報

� �

この規則は、平成��年��月��日から施行する。

� �

������	

	�

自衛隊法施行令（昭和��年政令第���号）第���条及び第���条第�項並びに第���条の規定に基づき、平成��年度第�次

自衛官募集の募集期間、試験期日、試験場等を次のとおり告示する。

平成��年��月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� 採用する自衛官

男性のみ 	等陸士・	等海士・	等空士 若干名

	 募集期間

平成��年��月��日（火）から平成�
年�月��日（金）まで

� 試験期日

平成�
年�月��日（土）

� 試験場の位置及び名称

出雲市松寄下町����－�（電話
��（��）�
�）

陸上自衛隊出雲駐屯地

� 採用予定日

平成�
年�月下旬又は�月上旬

� その他

� 応募資格

日本国籍を有し、採用予定月の�日現在��歳以上��歳未満の男性

� 試験科目

ア 筆記試験（国語・数学・社会・作文）

イ 口述試験

ウ 適性検査

エ 身体検査

� この試験に関する問合せは、自衛隊島根地方協力本部（松江市学園�丁目�－�� 電話
��（��）

�）に連絡す

ること。

������	

��

生活保護法（昭和�年法律第���号）第��条の規定により、同法による医療扶助を担当する機関を次のとおり指定した

ので、同法第条の	第�号の規定により告示する。

平成��年��月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

第�����号 平成��年��月��日(�)

医 療 機 関 の 名 称 所 在 地 指定年月日

日原診療所 鹿足郡津和野町枕瀬���番地�� 平成��年��月�日

三隅薬局 浜田市三隅町三隅����－� 平成��年��月�日

三原産婦人科医院 出雲市今市町��
 平成��年�
月��日



島 根 県 報

���������	


生活保護法（昭和��年法律第���号）第��条の�の規定により、次のとおり指定医療機関の事業の廃止の届出があった

ので、同法第��条の�第�号の規定により告示する。

平成��年��月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

����������


生活保護法（昭和��年法律第���号）第��条の�第�項の規定により、同法による介護扶助を担当する機関を次のとお

り指定したので、同法第��条の�第�号の規定により告示する。

平成��年��月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

����������


生活保護法（昭和��年法律第���号）第��条の�第	項において準用する同法第��条の�の規定により、次のとおり指

定介護機関の事業の廃止の届出があったので、同法第��条の�第�号の規定により告示する。

平成��年��月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

第�
���号 平成��年��月��日 (�)

医 療 機 関 の 名 称 所 在 地 廃止年月日

日原共存病院 鹿足郡津和野町枕瀬���番地�� 平成��年��月��日

三原産婦人科医院 出雲市今市町��� 平成��年��月��日

事 業 者

実施する事業

事 業 所
指 定
年月日名 称

主たる事務所
の所在地

名 称 所 在 地

ウエルビィ株式会社
広島県広島市西区商
工センター六丁目�
－��

訪問介護
サンキ・ウエルビィ
介護センター浜田

浜田市黒川町���
平成��年
��月�日

ウエルビィ株式会社
広島県広島市西区商
工センター六丁目�
－��

介護予防訪問
介護

サンキ・ウエルビィ
介護センター浜田

浜田市黒川町���
平成��年
��月�日

社会福祉法人 湖北
ふれあい

松江市岡本町字新宮
����番地�

居宅介護支援
事業

湖北ふれあい しん
じ湖温泉居宅介護支
援事業所

松江市千鳥町��番地
松江市在宅福祉サー
ビスセンター

平成��年
��月�日

事 業 者

廃止する事業

事 業 所
廃 止
年月日名 称

主たる事務所
の所在地

名 称 所 在 地

石西厚生農業協同組
合連合会

鹿足郡津和野町枕瀬
���番地��

居宅療養管理
指導

日原共存病院
鹿足郡津和野町枕瀬
���番地��

平成��年
��月��日

石西厚生農業協同組
合連合会

鹿足郡津和野町枕瀬
���番地��

介護予防居宅
療養管理指導

日原共存病院
鹿足郡津和野町枕瀬
���番地��

平成��年
��月��日



島 根 県 報

���������	


介護保険法（平成�年法律第���号）第��条第�項及び第��条第�項の規定に基づき、指定居宅サービス事業者及び指

定介護予防サービス事業者を次のとおり指定したので、同法第�	条第�号及び第���条の�第�号の規定により告示す

る。

平成�
年��月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

����������


介護保険法（平成�年法律第���号）第��条第�項の規定に基づき、指定居宅介護支援事業者を次のとおり指定したの

で、同法第	�条第�号の規定に基づき告示する。

平成�
年��月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

����������


介護保険法（平成�年法律第���号）第��条第�項の規定に基づき、指定介護予防サービス事業者を次のとおり指定し

たので、同法第���条の�第�号の規定により告示する。

平成�
年��月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

���������


第��
�
号 平成�
年��月��日(�)

石西厚生農業協同組
合連合会

鹿足郡津和野町枕瀬
��	番地�	

介護療養型医
療施設

日原共存病院
鹿足郡津和野町枕瀬
��	番地�	

平成�
年
�月��日

事業者の名称 指定した事業 事業所の名称 事 業 所 の 所 在 地
指 定
年月日

株式会社 ＭＡＳＡ商事
訪問看護 なのはな訪問看護ステー

ション
浜田市高佐町���番地�

平成�
年
��月�日介護予防訪問看護

事 業 者 の 名 称 事 業 所 の 名 称 事 業 所 の 所 在 地
指 定
年月日

株式会社 アゼーリ 居宅介護支援事業所 アゼリア 松江市黒田町���－�
平成�
年
��月�日

事業者の名称 指定した事業 事業所の名称 事 業 所 の 所 在 地
指 定
年月日

有限会社 前田建設 介護予防通所介護
介護支援センター 和み
館

安来市飯島町�	
－�
平成�
年
��月�日



島 根 県 報

次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法（昭和��年法律第���号）第��条の規定により告示す

る。

平成��年��月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� 保安林予定森林の所在場所

江津市波積町北���	


 指定の目的

土砂の崩壊の防備

� 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐は、択伐による。

イ 主伐として伐採することができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐

期齢以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度 次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を島根県庁及び江津市役所に備え置いて縦覧に供する。）

����������	

次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法（昭和��年法律第���号）第��条の規定により告示す

る。

平成��年��月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� 保安林予定森林の所在場所

益田市白岩町イ��、イ��－甲内�、イ	��、イ	��－�、イ	�


 指定の目的

土砂の流出の防備

� 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐は、択伐による。

イ 主伐として伐採することができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐

期齢以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度 次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を島根県庁及び益田市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�����	����	

平成��年島根県告示第��号で保安林の指定施業要件を変更された次の保安林については、当該処分に係る通知の相手

方が不分明であるので、森林法（昭和��年法律第���号）第��条の規定に基づき、その通知の内容を浜田市役所に掲示す

るとともにその要旨を告示する。

平成��年��月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

第�����号 平成��年��月��日 (�)



島 根 県 報

� 保安林の所在場所及び不分明である通知の相手方

� 保安林として指定された目的

水源のかん養

���������	

漁船損害等補償法施行令（昭和��年政令第��号）第�条第�項の規定により、漁船損害等補償法（昭和��年法律第��

号）第���条第�項の規定による同意を求めるための事前届出があったので、同令第�条第	項の規定により、届出に係

る指定漁船調書を縦覧に供する。

平成�
年��月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� 届出事項

� 発起人の住所及び氏名

松江市秋鹿町���� 田中 学

松江市魚瀬町���－�� 内田 浩明

松江市魚瀬町��－� 村松 和安

� 加入区

松江市加入区

� 漁船損害等補償法第��条第�項の申出をする漁業協同組合の名称

漁業協同組合ＪＦしまね

� 指定漁船調書の縦覧

� 縦覧期間

告示の日から��日間

� 縦覧場所

漁業協同組合ＪＦしまね

�����
����	

大規模小売店舗立地法（平成��年法律第
�号）第�条第�項の規定による届出があったので、同条第	項において準用

第��

号 平成�
年��月��日(�)

保 安 林 の 所 在 場 所
不 分 明 で あ る 通 知 の 相 手 方

保安林の権利者 住 所

浜田市金城町七条ロ���、ロ���－�、ロ���－�、

ロ���－��

佐々木 アサヨ 浜田市金城町七条ロ��


浜田市金城町七条ロ���、ロ���－�、ロ���－

�、ロ���－��

山藤 儀太郎 浜田市金城町七条ロ��

浜田市弥栄町田野原���－�、���－� 梅田 洋史 大阪府和泉市鶴山台	丁目�番��－���号

浜田市弥栄町田野原���－� 河野 惣一 浜田市弥栄町田野原�

浜田市弥栄町田野原���－��、���－� 斉藤 文幸 浜田市弥栄町田野原�

浜田市弥栄町田野原���－� 斉藤 正人 浜田市弥栄町田野原�

浜田市弥栄町田野原��� 岡本 ミツエ 浜田市弥栄町田野原���

浜田市弥栄町田野原���－��、���－�から���－

��

右田 楙 浜田市弥栄町田野原
�



島 根 県 報

する同法第�条第�項の規定により、次のとおり告示する。

なお、この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について

意見を有する者は、この告示の日から�月以内に、次の�に定めるところにより意見を述べることができる。

平成��年��月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

ジャスコ出雲ショッピングシティー 島根県出雲市渡橋町��		番地外

� 大規模小売店舗を設置する者の名称、代表者の氏名及び住所

イオン株式会社 代表執行役 岡田 元也 千葉県千葉市美浜区中瀬一丁目�番地�

� 変更しようとする事項

ア 駐車場の自動車の出入口の数及び位置

（変更前）出入口数 �箇所

出口数 
箇所

入口数 �箇所

（変更後）出入口数 �箇所

出口数 
箇所

入口数 �箇所

� 変更の年月日

平成��年��月�日

� 届出年月日

平成��年��月��日

� 届出及び添付書類の縦覧場所

出雲市産業振興部商工振興課（島根県出雲市今市町���－�）

� 意見書の提出先、意見書に記載すべき事項等

� 意見書の提出先

松江市殿町�番地 島根県商工労働部経営支援課

� 意見書に記載すべき事項

ア 氏名及び住所（団体にあってはその名称、代表者の氏名及び住所、法人にあってはその名称、代表者の氏名及び

主たる事務所の所在地）

イ アの記載事項についての公表の意思の有無

ウ 意見書の対象となる大規模小売店舗の名称及び所在地

エ 意見の内容

オ 意見を述べる理由

� その他

意見書に記載する氏名は、自署によること。

���������	


国土調査法（昭和�	年法律第���号）第
条第�項の規定により、次の地籍調査を国土調査として指定したので、同条

第�項の規定により告示する。

平成��年��月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

第����号 平成��年��月��日 (�)



島 根 県 報

���������	


国土調査法（昭和��年法律第���号）第��条第�項の規定に基づき、地籍調査の成果を次のとおり認証したので、同条

第�項の規定により告示する。

平成��年��月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

����������


道路の区域を次のように変更したので、道路法（昭和�	年法律第���号）第��条第
項の規定に基づき告示する。

その関係図面は、告示の日から��日間島根県土木部道路維持課及び当該道路を管轄する地方機関において一般の縦覧に

供する。

平成��年��月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

第����号 平成��年��月��日(��)

国土調査として
指定した年月日

調査を行う者の名称 調 査 地 域 調 査 期 間

平成��年��月��日 出雲市 八島①地区 告示の日から平成��年�月�日まで

調査を行っ

た者の名称
調査を行った時期

成 果 の 名 称
調査を行った地域 認証年月日

地 籍 図 地 籍 簿

飯南町 平成��年度～�	年度 ��枚 
冊 頓原町� 平成��年��月�日

津和野町 平成��年度～��年度 �枚 �冊

渓村Ⅱ－�・渓村Ⅱ－�圃

場整備地区

渓村Ⅲ－
・渓村Ⅲ－
圃

場整備地区

平成��年��月�日

津和野町 平成��年度～��年度 �枚 
冊 商人Ⅱ－
 平成��年��月�日

道路の
種 類

路 線 名

道 路 の 区 域 管轄する地
方機関の名
称

備 考
区 間

変更前
後の別

敷地の幅員 延 長

県 道
松江鹿島美
保関線

松江市美保関町七類
���	番
地先から同
����番�地先まで

前
メートル

�����～
����

メートル
���	�

松江県土整
備事務所

道路改良工事

拡幅後 �����～
�����

���	�

〃
印賀奥出雲
線

仁多郡奥出雲町大呂
���	番�地先から同
���	番
地先まで

Ａ

前

Ｂ

����～
����

������

雲南県土整
備事務所仁
多土木事業
所

左記のＡ及びＢ
は関係図面に表
示する敷地の区
分をいう。
河川改修に伴う
工事
一部拡幅
ダブルウェイ解
消
事業用地と交換

����～
�����

������

後 Ｂ ����～
�����

������
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���������	


道路の供用を次のように開始するので、道路法（昭和��年法律第���号）第��条第�項の規定に基づき告示する。

その関係図面は、告示の日から��日間島根県土木部道路維持課及び当該道路を管轄する地方機関において一般の縦覧に

供する。

平成��年��月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� �

河川法（昭和	�年法律第�
�号）第��条第�項の規定に基づき命じようとする必要な措置について、当該措置を命ずべ

き者が平成��年��月��日までに当該措置を行わないときは、同条第項の規定により河川管理者又はその命じた者若しく

は委任した者において当該措置を行い、これに要した費用については、同条第�項の規定により当該措置を命ずべき者の

負担とするので、同条第項の規定により次のとおり公告する。

平成��年��月��日

第���	�号 平成��年��月��日 (��)

〃
上阿井八川
線

仁多郡奥出雲町大馬木
����番�地先から同
����番�地先まで

前 �����～
������

����� 災害復旧工事

拡幅後 �����～
������

�����

〃
大田井田江
津線

大田市温泉津町井田イ
�	
番地先から同イ�	�

番�地先まで

前 �����～
�����

����� 県央県土整
備事務所大
田事業所

道路改良工事

拡幅

仮設道設置
後 �
���～

�����
�����

〃 〃
江津市波積町本郷��番
�地先から同��番�地
先まで

前 �����～
�����

�����
浜田県土整
備事務所

道路改良工事

拡幅後 �����～
�����

�����

道路の
種 類

路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 延 長
供用開始
年 月 日

管轄する地
方機関の名
称

備 考

県 道
松江鹿島美
保関線

松江市美保関町七類�
��番�地先から同
�
��番�地先まで

メートル
����


平成��年
��月��日

松江県土整
備事務所

〃
印賀奥出雲
線

仁多郡奥出雲町大呂����番�地先から同
����番�地先まで

������
平成��年
��月��日

雲南県土整
備事務所仁
多土木事業
所

〃
大田井田江
津線

大田市温泉津町井田イ�	�番�地先から
同地先まで

	����
平成��年
��月��日

県央県土整
備事務所大
田事業所

〃 〃
江津市波積町本郷�番�地先から同番
�地先まで

	����
平成��年
��月��日 浜田県土整

備事務所
〃 〃

江津市波積町本郷��番�地先から同��番
地先まで

�����
平成��年
��月��日
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島根県知事 溝 口 善兵衛

� 河川名

� 一級河川斐伊川水系佐陀川（松江市下佐陀町地内）

� 一級河川斐伊川水系上追子川（松江市向島町及び学園南地内）

� 当該措置を命ずべき者

次に掲げる船舶の所有者、占有者その他船舶について権原を有する者

� 下佐陀揚水機場付近（東側堤防敷内）に放置されている船舶 �隻

� 新向島橋付近に放置されている船舶 �隻

� 当該措置の内容

当該船舶を河川区域外に除却すること。

� 当該措置を行うべき理由

当該船舶の放置が河川法第��条の規定に違反しているため

� 本件に関する問合せ先

〒�	
－

�� 松江市東津田町����－�

松江県土整備事務所維持管理部管理グループ 電話
��－��－����

� � � � � �

次のとおり随意契約の相手方を決定したので、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平

成�年政令第���号）第��条及び物品等又は特定役務の調達手続に係る島根県会計規則の特例を定める規則（平成�年島

根県規則第�号）第�条の規定により公示する。

平成�	年��月��日

島根県知事 溝 口 善兵衛

� 件名

住民基本台帳ネットワークシステム県サーバ機等の賃貸借（保守を含む。）並びに構築、設置及びデータ移行業務等

� 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地

島根県地域振興部市町村課 島根県松江市殿町�番地

� 随意契約の相手方を決定した日

平成�	年�
月��日

� 随意契約の相手方の氏名及び住所

富士通リース株式会社中国支店 広島県広島市南区段原南一丁目�番��号

� 随意契約に係る契約金額

		�	��
�
円

� 契約の相手方を決定した手続

随意契約

� 特例公告を行った日

平成�	年�月�日

� 随意契約とした理由

地方自治法施行令（昭和��年政令第��号）第���条の�第�項第�号の規定による。

� � 	 
 � �  � �

�����	
���������

第��	�	号 平成�	年��月��日(��)
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地方自治法（昭和��年法律第��号）第��条第�項、第��条第�項、第��条第�項、第��条第�項、第�	条第�項及び第

��条第�項並びに地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和
	年法律第	��号）第�条第�項に規定する選挙権を

有する者の総数の��分の�の数又は�分の�の数（その総数が��万を超える場合にあっては、その超える数に分の�を

乗じて得た数と��万に�分の�を乗じて得た数とを合算して得た数）は次のとおりである。

平成	�年	�月		日

島根県選挙管理委員会委員長 津 田 和 美

� 地方自治法第��条第�項及び第��条第�項の規定による選挙権を有する者の総数の��分の�の数 	����	

� 地方自治法第��条第�項、第�	条第�項及び第��条第�項の規定による選挙権を有する者の総数の�分の�の数（そ

の総数が��万を超える場合にあっては、その超える数に分の�を乗じて得た数と��万に�分の�を乗じて得た数とを

合算して得た数） 	����
�

� 地方自治法第��条第�項の規定による各選挙区における選挙権を有する者の総数の�分の�の数（その総数が��万を

超える場合にあっては、その超える数に分の�を乗じて得た数と��万に�分の�を乗じて得た数とを合算して得た

数）

八束選挙区 
����

仁多選挙区 ��
��

簸川選挙区 ���
�

邑智選挙区 �����

鹿足選挙区 �����

隠岐選挙区 �����

松江選挙区 ����	�

浜田選挙区 	�����

出雲選挙区 
��
		

益田選挙区 	�����

大田選挙区 		�
��

安来選挙区 	�����

江津選挙区 �����

雲南・飯石選挙区 	�����

� 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第�条第�項の規定による選挙権を有する者の総数の�分の�の数（その

総数が��万を超える場合にあっては、その超える数に分の�を乗じて得た数と��万に�分の�を乗じて得た数とを合

算して得た数） 	����
�

� �

平成	�年	�月�	日に実施した島根県知事の委任に係る平成	�年度宅地建物取引主任者資格試験の合格者は、次のとおり

である。

合格者は��問中
�問以上正解の者とする。ただし、宅地建物取引業法（昭和��年法律第	��号）第	�条第�項の規定に

より試験の一部を免除された者は、��問中
�問以上正解の者とする。

なお、試験問題の正解番号は、別表のとおりである。

平成	�年	�月		日

財団法人不動産適正取引推進機構理事長 望 月 薫 雄

齋藤 孝雄 上東 雅之 原 久夫 川� 透 佐野 史幸 藤岡 裕也 森山奈津子

周藤 清史 岡田 聡 笹 耕輔 湯淺 秀人 山本 信子 高橋 宏和 高田 昌治

江角 洋子 木村 文則 田中 祐介 石倉 優太 池田 久夫 田辺 隆治 小田川容子

第	��
�号 平成	�年	�月		日 (	
)



平成��年��月��日 印刷
平成��年��月��日 発行 発行者 島 根 県 発行所 松江市殿町 島 根 県 庁

印 刷 松江市学園南 松陽印刷所
定価 �か月 �����円

(送料共)

島 根 県 報

皆尾志津子 石倉 幸夫 宮川 浩之 西山 律恵 今井 弘 白築 健司 青砥 直子

野々村 敬 安達 政治 栗原 武蔵 大野 泰治 清水 貴司 福原 幸子 曳野 俊宏

妹尾あけみ 薮木 昭徳 福馬 学 増川 賢史 大谷 正明 柴田さやか 正木 康文

小川 克彦 加藤 和己 山本 桂介 須田 佳孝 森實 諭史 持田 信治 渡部 純子

神庭 治司 赤坂 ゆり 古藤 孝行 池尻 與良 堀江 元彦 玉木 智康 板倉 健

安倍 夏子 松本 幸久 瀬尾 貴志 江隅 安男 渡部 祐菜 北脇 浩志 新田 聡

室 敦文 小江 将司 梶谷 幸雄 加藤 慶 原 秀吉 松本 亮 遠藤 忍

原 友美 山本 倫子 福井 宏司 山口 祐作 坂本 克巳 中村 弘憲 金津 幸子

堀田 雅俊 石松 武信 田中 佳之 多賀 豊 長谷川 潔 山根 宏行 恒松 真樹

伊藤 勝 宮本 晃志 三浦 公子 西村 昭彦 鈴木 亮平 古林 茂樹 高� 浩喜

錦織 崇 立木美江子 湊 健二郎 吉高 久司 天場 稔 岩木 雅文 道端 露子

能地 敦子 松浦 暢彦 三浦 和枝 岡田智香子 稲倉希和子 羽柴絵理奈

��

� �

平成��年�月�	日付け島根県報号外第��
号中に誤りがあったので、次のように訂正する。

第���
�号 平成��年��月��日(��)

問� 問� 問� 問 問� 問� 問� 問� 問� 問��

� � �   �   � 

問�� 問�� 問�
 問�� 問�� 問�� 問�� 問�	 問�� 問��

� �  �  � � �  �

問�� 問�� 問�
 問�� 問�� 問�� 問�� 問�	 問�� 問
�

�  � � �  � �  �

問
� 問
� 問

 問
� 問
� 問
� 問
� 問
	 問
� 問��

� � � � � � � �  

問�� 問�� 問�
 問�� 問�� 問�� 問�� 問�	 問�� 問��

� � � � �    � 

ページ 行 誤 正

�� 下から�� � �

�
 上から� 第�条第号 第�条第項

上から 第��条第�号 第��条第�項第�号


